


































































































建設反対運動資料』である。第 1 巻には『三島民報』と『沼津朝日』の地方 2
紙の報道資料が、第 2 巻から 4 巻までは『西岡資料』と呼ばれるもので、沼津
工業高校の教員として松村調査団に加わった西岡昭夫が収集した資料。第 5 巻
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14） 中村紀一「住・市民参加の 2 つの型－三島・沼津・清水と横浜」、『戦後日本住民運動















1 － 4  研究の理論的枠組み
  本研究の基本構造は、三島・沼津・清水の反対運動を 1 つのネットワーク型
運動として、国や県、企業による開発政策への抵抗運動として評価する一方で、


































































































































































































3 － 1  「三島・沼津・清水石油コンビナート反対闘争」の概要　






コンビナート建設計画であった。（図 2「石油コンビナート第 2 次計画案」参照）

















地不足に悩む国や県・企業の思惑は一致しており、1963 年 12 月、県はあらた
めて地域開発計画という形で 3 地区の住民にコンビナート建設計画の受け入れ
を求めた。当初、県はこの開発計画を推進するために新産指定を受けるべく努






































3 － 3  日本社会党とコンビナート反対運動
　
　2 市 1 町の反対運動の詳細を分析する前に、野党第一党であった日本社会党
とコンビナート反対運動の関係を確認しておく。まず、政治的背景となる政党








党 283 議席、社会党 144 議席と、2 党が全体の 91％を占めている。民主社会党
は 23、無所属は 12、日本共産党はわずか 5 議席にすぎない。自民党と社会党
の比率は 66 対 34 と、まさに「1.5 大政党制」と揶揄された 55 年体制の典型的
な議席配分である。この選挙結果を受けて池田勇人は第三次池田内閣を組閣、
高度経済成長政策を継続する。
　静岡県における勢力配置は、自民党 9、社会党 4、民社党 1 と保革の比率は
















のは、「2 市 1 町住民連絡協議会」が発足し、コンビナート立地自治体の足並み




かったことを意味するものではない。1964 年 3 月 12 日、静岡県議会の一般質





















































































　1964 年 2 月 22 日、「中郷地区コンビナート対策協議会」が結成されると、










































　この町長選挙には他にも問題があった、投票日の 2 月 23 日の前日に、県に
よる選挙干渉と疑われる事態が発生したのである。県は投票日の前日に、新聞
折り込みによって「コンビナートについて」と題した『県民だより』の特集号






















再編、3 月 9 日には石油コンビナート反対清水町民会議として再出発している。
3 月 15 日には、2 市 1 町の住民組織代表が集まって結成された「石油化学コン
ビナート進出反対沼津市・三島市・清水町連絡協議会」（略称：2 市 1 町住民
連絡協議会）に参加するなど、横のつながり重視へと転換する。
　新しい組織となったコンビナート進出反対町民会議は署名運動を展開、誘致




採決され、出席議員 19 名のうち、賛成反対ともに 9 名で同数となったが、森
崎議長が反対を表明し、清水町議会でのコンビナート反対決議が成立した 41） 。
2 市 1 町のなかで議会が反対を決議したのは清水町が最初である。
　その後も清水町はコンビナート誘致に対する賛否で揺れ動くことになるが、
その最大の理由は清水町の立地にあった。新たな行政中心として発展が見込め







3 － 6  沼津市における 2 万 5 千人デモと政治決着
　結論を先取りすれば、沼津における住民運動は、「対話」による政治的合意









































　しかし、7 月 27 日の黒川調査団の報告書が公表されても事態は好転しなか





　この反対派の動きに対抗するため、沼津市は 9 月 1 日になって黒川報告書を
全戸に配布する。9 月 3 日に「金曜会」、「自由クラブ」、「革新議員団」の野党
3 会派が富士石油に計画撤回の要望を出したかと思えば 44）、5 日には保守系の









44） 『沼津朝日 1964 年 9 月 5 日（日刊）』、1964、沼津朝日
45） 『沼津朝日 1964 年 9 月 8 日（日刊）』、1964、沼津朝日
46） 「責任ある行動で混乱と不安の解消を」「無為無策の一ヶ月　市民あって市政なし」、『沼










か予断を許さない環境で「2 万 5 千人デモ」は実施されたのである。当時の沼
























































































　3 月 23 日にはアンケート結果が発表されており、3 月 26 日には約 700 人を
動員した「ムシロ旗デモ」が行われている。この時、デモは市議会を取り囲み、
反対決議を迫って 3 万 2 千筆の署名簿が提出された。しかし、反対決議は見送
られ、特別委員会付託となっている。黒川調査団の報告を待つというのがその
理由であった。
　しかし、その後も反対派の地域団体の取り込みは進み、5 月 1 日には三島商
工会議所も反対決議を表明している。商業都市である三島市にとって、その意
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